別紙様式１－３
課題提案書（取組内容に関する事項）

１　事業概要
	（１）事業実施国・地域（都市名）
	

	（２）事業実施主体
	

	（３）事業概要
	

	（４）事業総額
	

	（５）事業実施期間
	交付決定日～令和　年　月　日



２　事業の目的
本事業を通じて実施するインバウンドに人気のある日本産食品を海外の規制等に適合させる取組などを踏まえ、本事業の目的をわかりやすく記載すること。

３　輸出の内容及び本事業の成果目標
　　既に輸出している商品及び今後輸出が見込まれる商品について、本事業を通じて新たに取り組む内容を記載すること。
	輸出事業
	対象国又は地域
	品目
	成果目標

	

	
	
	



注１：輸出事業の欄には、本事業を通じて新たに取り組む輸出事業の内容（例えば、輸出先国の添加物等の規制への対応、パッケージの２か国語表示など）について具体的に記載すること。
注２：成果目標の欄には、本事業を通じて新たに取り組む輸出事業によって得られる結果（例えば、①国内外で流用可能な同一成分商品の開発、②国内外で流通可能な統一パッケージ（２か国語表示）商品の開発、③輸出先国・地域の食文化に対応した商品の開発など）を記載すること。
注３：取組の結果、当初見込んでいた成果が得られなかった場合は、本事業の実績報告において、その要因や解決すべき課題、要因を分析した上で考えられる解決方法等を記載すること。
　　
４　本事業の実施により見込まれる効果
（１）我が国農林水産物・食品の輸出拡大への効果・波及効果について記載すること。注：農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律（令和元年法律第57号）に基づく輸出事業計画の認定を受ける計画がある場合には、その旨を記載すること。
（２）その他に、我が国農林水産物・食品の輸出や農林水産業・食品産業への効果・影響が想定される場合は記載すること。

５　事業の内容
・事業内容の詳細（輸出先国・地域の選定理由、輸出への取組方針、輸出先国・地域への輸出規制等に関する現状と課題、課題解決に向けた取組・手法、開発される商品）を記載すること。
・必要により、図表、写真等を用いてわかりやすく記載すること。

（委託を実施する場合の記載留意点）
・委託を実施する場合は、委託内容等を具体的に記載すること。
委託内容：具体的な委託内容を記載
委託理由：委託の必要性等を具体的に記入
委託予定先：委託先が決まっている場合は、委託先名、選定理由等を記載。委託先が決まっていない場合は、想定先や選定方法等を記載
委託予定金額：●●●円
委託予定金額の根拠：見積書等の金額の根拠となる資料を添付すること。

６　事業実施体制
　・事業実施体制を記載すること。事業化共同体（コンソーシアム）により実施する場合は、コンソーシアム構成企業の役割分担が分かるよう図示すること。また、連携・委託等を行う団体がある場合は、その名称、概要及び事務処理体系についても記載すること。
・また、事業実施中の危機管理体制について、連絡先等を記載すること。

７　年間スケジュール　
	実施内容
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	3月

	（例）

	
●●国の輸出規制調査

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注：実施内容に応じて行を追加して記載すること。

（　参　考　）

専門用語の説明

	事業№
	


	事業名
	


	用　　語
	説　　　　　　　　　　明

	

























	



























　※「専門用語の説明」は、提案書の内容で特に説明が必要となる用語がある場合のみ作成してください。該当がない場合は、添付は不要です。

別紙様式 １ － ３   課題提案書（取組内容に関する事項）     １   事業概要  

（ １ ）事業実施国・地域（都市名）   

（ ２ ）事業実施主体   

（ ３ ）事業概要   

（ ４ ） 事業 総額   

（ ５ ）事業実施期間  交付決定日～令和   年   月   日  

  ２   事業の目的   本事業を通じて実施する インバウンドに人気のある日本産食品を海外の規制等に適 合させる 取組 などを踏まえ、本事業の目的をわかりやすく記載すること。     ３   輸出 の内容及び本事業の 成果目標      既に輸出 している商品 及び今後 輸出が 見込まれる 商品 について、本事業を通じて 新 たに取り組む 内容を記載すること。  

輸出 事業  対象国又は地域  品目  成果目標  

      

  注１： 輸出 事業の欄には、本事業を通じて 新たに取り組む輸出 事業の内容（例え ば、 輸出先国の添加物 等の 規制への対応、パッケージの２か国語表示 など） について具体的に記載すること。   注２：成果目標の欄には、本事業を通じ て新たに取り組む輸出事業 によって得ら れる結果（例えば、① 国内外で流用可能な同一成分商品の開発 、② 国内外で 流通 可能な統一パッケージ（２か国語表示）商品の開発 、③輸出先国・地域 の食文化に対応した商品の開発 など）を記載すること。   注３：取組の結果、当初見込んでいた成果が得られなかった場合は、本事業の実 績報告において、その要因や解決すべき課題、要因を分析した上で考えられ る解決方法等を記載すること。        ４   本事業 の 実施により見込まれる効果   （１）我が国農林水産物・食品の輸出拡大への効果・波及効果について記載すること。 注：農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律（令和元年法律第 57 号）に基 づく輸出事業計画の認定を受ける計画がある場合には、その旨を記載すること。   （ ２ ）その他に、我が国農林水産物・食品の輸出や農林水産業・食品産業への効果・影 響が想定される場合は記載すること。  

